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■岡崎市内景況調査結果(平成２３年４～６月期分) 
 

○調査対象：本所各部会役員・幹事事業所 ４５０企業 

○有効回答：１６２企業（回答率３６．０％) 

○調査期間：平成２３年７月１日～平成２３年７月８日 

○調査方法：ファクシミリによるアンケート方式 

○調査内容：（1）前年同期(平成２２年４～６月)と比べた今期の状況 

      (2)今期と比べた来期(平成２３年７～９月)の先行き見通し 

 
○岡崎市内の今期(平成２３年４～６月)の景況ＤＩは、△４３．８ポイント（１６．７ポイ

ント悪化）となった。震災の影響により、資材調達の困難などによる減産や消費活動の抑

制などで、前期以上にマイナス幅が拡大した。 

○来期（平成２３年７～９月）の景況 DI は、△１３．０（３０．８ポイント改善）で、大き

く改善する見込み。生産活動もほぼ回復し、震災の影響に一定の目処がついたことで、景況

が改善すると予想する企業が多い。 

 

 

※全国平均は、(独)中小企業基盤整備機構が発行する中小企業景況調査報告書より引用(全

国の商工会、商工会議所の経営指導員、及び中小企業団体中央会調査員による聞き取り

調査。) 

 

■自動車業界をはじめとする輪番操業の影響調査結果 
 

東日本大震災による原発事故の影響により、この夏のピーク時(13-16時)の電力消費を抑

えるために、自動車業界をはじめとする産業界では休業日の変更などの対応をしている。 

そうした動きに対して、会員企業の対応について景気動向調査と合わせてアンケートを

実施した。 
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約４割の企業が休業日の変更などの対応を行う 

特に対応しない,
63%

その他　 6, 4%

曜日限定サービス
日の変更　 2, 1%

休暇日数を増やす,
4, 3%

休業日をなくす
 2, 1%

営業・操業時間の
変更　 12, 8%

休業日の変更
 20%

「休業日の変更」、「営業・操業時間の変更」、

「休業日をなくす」などの対応を行う企業は、

全体の約４割であった。業種別には製造業が

約６割で、小売業・サービス業においても各々

約２割の企業が変更の対応を行っており、当

地域の経済活動に与える影響は大きいといえ

る。 
 
 またその対応方法については、「現従業員の

勤務体制・シフト変更」で対応する企業が 

３２％、「現従業員以外の代替要員の確保」を

して対応する企業が１１％であった。 

東日本大震災の影響により、全業種で景況感は悪化 

業種 回答 

企業数 

構成比 

製造業 ５３ 32.7％ 

建設業 ３５ 21.6％ 

小売・ 
卸売業 

３９ 24.1％ 

ｻｰﾋﾞｽ業 ３５ 21.6％ 

合計 １６２ 100.0％ 
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■市内の景況全体の概要 

○岡崎市内の今期(平成２３年４～６月)の景況ＤＩは、△４３．８ポイント（１６．７ポイ

ント悪化）となった。震災の影響により、資材調達の困難などによる減産や消費活動の抑

制などで、前期以上にマイナス幅が拡大した。 

 

○景況 DI は、全業種の中でサービス業が最も悪かった。また、悪化幅が最も大きかったのは

製造業であった。 

 

○景況 DI はリーマンショック以後、徐々に回復をしてきたが、今期は全国平均より下回った

ことから、当地域に与える自動車産業をはじめとする製造業の影響が大きいと言える。 

 

○来期（平成２３年７～９月）の景況 DI は、△１３．０（３０．８ポイント改善）で、大き

く改善する見込み。生産活動もほぼ回復し、震災の影響に一定の目処がついたことで、景

況が改善すると予想する企業が多い。 

 

【データ：全業種】 

 前年同期比(前期) 

(H23.1-3 月期) 

変化幅 

 

前年同期比(今期) 

(H23.4-6 月期) 

変化幅 

 

来期の見通し(来期) 

（H23.7-9 月期） 

景況 △２７．１ ↓16.7 △４３．８ ↑30.8 △１３．０ 

売上額 △３０．６ ↓8.9 △３９．５ ↑27.5 △１２．０ 

資金繰り △１７．３ ↓3.1 △２０．４ ↑5.0 △１５．４ 

採算(収益) △３８．７ ↓3.3 △４２．０ ↑26.0 △１６．０ 

      ※売上額は、建設業では完成工事(請負工事)額 

 

  本報告書中のＤＩとは、「ディフュージョン・インデックス」(景気動向指数)の略で、各調査項

目について「増加」(上昇、好転)した企業割合から、「減少」(低下、悪化)した企業割合を差し

引いた値である。例えば、売上額で「増加」３０％、「不変」５０％、「減少」２０％の場合のＤ

Ｉは、３０－２０＝１０となる。 

   また変化幅は、「景況」、「売上額」、「資金繰り」、「採算（収益）」のプラス幅が増加し「↑」で

あれば企業経営にとって良好になっていることを意味する。一方「原材料仕入価格」、「製品在庫」

では、変化幅が「↑」であれば、「増加」が増えていることから、企業経営にとっては悪化したこ

とを意味する。 
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■業種別の概要 

(１)製造業 

○景況は△４９．０（３２ポイント悪化）。震災の影響により、資材調達の困難などによる

急激な減産により、景況感が大幅に悪化した。 

 

○来期の景況は△１９．０（６８ポイント改善）。震災の影響により寸断されていたサプラ

イチェーンが予想以上の早さで回復しており、自動車メーカーの生産体制の正常化、生

産活動に一定の目処がつき、来期は回復すると見ている企業が多いとみられる。 

 

【データ：製造業】 

 前年同期比(前期) 

(H23.1-3 月期) 

変化幅 

 

前年同期比(今期) 

(H23.4-6 月期) 

変化幅 

 

来期の見通し(来期) 

（H23.7-9 月期） 

景況 DI △１７．０ ↓32.0 △４９．０ ↑68.0 １９．０ 

売上額 △１９．０ ↓9.0 △２８．０ ↑55.5 ２７．５ 

原材料仕入価格 ３７．５ ↑17.2 ５４．７ ↓19.4 ３５．３ 

製品在庫 ０ ↑4.0 △４．０ ↑2.0 △２．０ 

資金繰り △１０.０ ↓9.0 △１９．０ ↑5.0 △１４．０ 

採算(収益) △２０．０ ↓18.0 △３８．０ ↑40.0 ２．０ 

【経営上の問題点】※複数回答 

0.0%

1.9%

1.9%

5.7%

7.5%

11.3%

18.9%

20.8%

24.5%

24.5%

35.8%

37.7%

56.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

従業員の確保難

事業資金の借入難　

新規参入業者の増加

取引条件の悪化　

その他

その他経費の増加

製品ニーズの変化への対応

人件費の増加　

競争の激化

生産設備の不足・老朽化

原材料価格の上昇

販売価格の低下

需要の停滞

 

※その他：・震災の影響 

     ・急激な量変動に対する経営資源の確保 
 
【主な事業者の声―直面する経営課題・業界動向―】 

・自動車の部品調達が整ってきたので、生産停滞による売上低迷は早期脱出を図れそうだ。 

ただ、過剰な増産対応に先手を打っておきたい。(自動車部品) 

・原材料価格が上昇を繰り返されるので非常に厳しいと考える。(自動車部品) 

・自動車業界の生産調整、節電、円高で上期は大変厳しい。(自動車部品) 

・業界全体が非常に厳しく倒産も相次いでいる。（印刷業） 

・10 年後全国の製麺業者数が半減する(2,000→1,000 社)。(食品) 
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（２)建設業 

 ○景況 DI は△３８．９（３．２ポイント悪化）。前期に比べてやや微減しており依然とし

て厳しい状況にある。完成工事額、受注額はポイントを下げたが、資材仕入価格は下が

り、採算はやや改善したとみられる。 

 

 ○来期 DI の景況は、△３３．３（５．６ポイント改善)。景況感はほぼ変化がなく、全体

として停滞感が続くとみられる。 

 

【データ：建設業】※複数回答 

 前年同期比(前期) 

(H23.1-3 月期) 

変化幅 

 

前年同期比(今期) 

(H23.4-6 月期) 

変化幅 

 

来期の見通し(来期) 

（H23.7-9 月期） 

景況 DI △３５．７ ↓3.2 △３８．９ ↑5.6 △３３．３ 

完成工事額 △３９．３ ↓6.4 △４５．７ ↑14.3 △３１．４ 

受注額(新規契約) △３５．７ ↓2.5 △３８．２ ↑1.1 △３７．１ 

資材仕入価格 ４６．４ ↓12.2 ３４．２ ↑5.8 ４０．０ 

資金繰り △２５．０ ↑2.1 △２２．９ ↓6.5 △２９．４ 

採算(収益) △６０．７ ↑13.6 △４７．１ ↑3.0 △４４．１ 
 
 

【経営上の問題点】 

0.0%
0.0%
2.9%
2.9%

5.7%
5.7%

10.7%
8.6%
8.6%
11.4%

20.0%
68.6%

77.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他

従業員の確保難

新規参入業者の増加

人件費の増加　

生産設備の不足・老朽化

事業資金の借入難　

販売価格の低下

取引条件の悪化　

製品ニーズの変化への対応

その他経費の増加

原材料価格の上昇

需要の停滞

競争の激化

 

 

【主な事業者の声―直面する経営課題・業界動向―】 

・業務発注の入札において下限価格が限定されていない為無茶苦茶な金額で応札されること

が多い。(浄化槽清掃業) 
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(３)小売・卸売業 

○景況 DI は△３４．２（９．８ポイント悪化）。前期に引き続き減少傾向となった。震災

の影響による自粛ムードによる売上減など取扱い商品によってばらつきがあるものの、

全体的に需要の停滞感がみられた。 

 

○来期の景況 DI は、△１０．５（２３．７ポイント改善）。製造業の生産体制も戻りつつ

あることから、震災による自粛ムードが落ち着き、売上、採算が大きく改善するとみて

いる企業が多い。 

 

【データ：小売・卸売業】 

 前年同期比(前期) 

(H23.1-3 月期) 

変化幅 

 

前年同期比(今期) 

(H23.4-6 月期) 

変化幅 

 

来期の見通し(来期) 

（H23.7-9 月期） 

景況 DI △２４．４ ↓9.8 △３４．２ ↑23.7 △１０．５ 

売上額 △２８．９ ↑1.9 △２７．０ ↑24.4 △２．６ 

商品仕入価格 ３７．７ ↓11.4 ２６．３ ↑2.6 ２８．９ 

商品在庫 △２４．４ ↑8.6 △１５．８ ↑2.6 △１３．２ 

資金繰り △１７．８ ↓0.1 △１７．９ ↑2.1 △１５．８ 

採算(収益) △３３．３ ↑0.3 △３３．０ ↑11.9 △２１．１ 

 

【経営上の問題点】※複数回答 

5.1%

5.1%

5.1%

12.8%

7.7%

12.8%

12.8%

12.8%

20.5%

23.1%

33.3%

46.2%

71.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他

その他経費の増加

人件費の増加　

従業員の確保難

事業資金の借入難　

材料等仕入価格の上昇

従業員の確保難

取引条件の悪化　

製品ニーズの変化への対応

販売価格の低下

店舗施設の狭い・老朽化

競争の激化

需要の停滞

 
※その他：・震災自粛による受注難 

 

【主な事業者の声―直面する経営課題・業界動向―】 

・売上高減少は直営からテナント部門へ変更があるため(一部)。(食品スーパー) 

・震災以来、ムードが非常に悪い。最近持ち直し感はあるが先行きの不安はぬぐえない。(貴

金属販売) 

・医療・高齢者市場は増加傾向。景気全体としては減少分も好調な市場によってカバーして

いる。(家具販売) 
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 (４)サービス業 

○景況 DI は△５７．１（１４．２ポイント悪化）。全業種の中でサービス業が最も悪い。

震災の影響による自粛ムードなどにより、売上、利用客、採算が前期に引き続きさらに

悪化した。 

 

○来期の景況 DI は、△２０．０（３７．１ポイント改善）。震災による製造業の生産体制

の復旧の目処がついたことから、売上額、利用客数、資金繰り、採算の全てが改善する

予想している。 

 

【データ：サービス業】※複数回答 

 前年同期比(前期) 

(H23.1-3 月期) 

変化幅 

 

前年同期比(今期) 

(H23.4-6 月期) 

変化幅 

 

来期の見通し(来期) 

（H23.7-9 月期） 

景況 DI △４２．９ ↓14.2 △５７．１ ↑37.1 △２０．０ 

売上額 △４８．６ ↓17.1 △６５．７ ↑54.3 △１１．４ 

利用客数 △３８．２ ↓5.9 △４４．１ ↑41.2 △２．９ 

資金繰り △３１．４ ↑8.5 △２２．９ ↑17.2 △５．７ 

採算(収益) △３７．１ ↓17.2 △５４．３ ↑42.9 △１１．４ 

【経営上の問題点】 

2.9%

8.6%

11.4%

11.4%

14.3%

17.1%

17.1%

22.9%

20.0%

31.4%

45.7%

62.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

従業員の確保難

新規参入業者の増加

事業資金の借入難　

店舗施設の狭い・老朽化

人件費の増加　

製品ニーズの変化への対応

取引条件の悪化　

その他経費の増加

材料等仕入価格の上昇

販売価格の低下

競争の激化

需要の停滞

 

 

その他：・東日本大震災による予約のキャンセル等 

 

【主な事業者の声―直面する経営課題・業界動向―】 

・自動車関連如何により物流動向が変わる。(運送業) 

・第３四半期以降は全く読めない。（デザイン業） 

・大手の休日変更の影響が多分悪い方にいくのではないかと懸念する。（飲食業） 

・前期と同じ需要の停滞と競争の激化で非常に厳しい。（不動産業） 

 

 

 


